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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第95期
第１四半期
連結累計期間

第96期
第１四半期
連結累計期間

第95期

会計期間
自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日

自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日

自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日

売上高 (千円) 7,370,539 7,096,425 33,466,192

経常利益 (千円) 6,265 134,985 947,117

四半期（当期）純利益又は四半
期純損失(△)

(千円) △23,642 107,565 270,634

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △120,272 △269,551 153,557

純資産額 (千円) 15,111,212 14,883,366 15,285,438

総資産額 (千円) 26,366,358 25,854,050 27,708,395

１株当たり四半期（当期）純利
益金額又は四半期純損失金額
(△)

(円) △0.71 3.25 8.18

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 57.3 57.6 55.2

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

　

EDINET提出書類

日本石油輸送株式会社(E04327)

四半期報告書

 2/26



　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。

また、主要な関係会社に異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子

会社）が判断したものであります。

(1) 経営成績の分析

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災からの復興需要等を背景に緩やかな

回復傾向にあるものの、欧州政府債務危機や円高等の懸念要因もあり、依然として先行き不透明な状況が

続いております。

当社グループを取り巻く物流業界におきましては、本格的な回復には至っていないものの、企業による

生産活動の持ち直しがみられており、国内貨物輸送数量も徐々に改善に向かっております。

このような状況のもと、当社グループは、顧客から信頼され選択される物流パートナーとして、安全で

高品質な輸送の提供に努めるなか、鉄道輸送および自動車輸送をもつ企業グループとしての強みを生か

した事業展開を推し進めるべく、営業部門の組織改定を実施いたしました。さらには持続的な成長に向

け、新しい輸送容器や新規事業の開発に積極的に取り組んでまいりました。

この結果、当第１四半期連結累計期間における売上高は7,096百万円（前年同期比3.7％減）となりま

したが、経費削減に努めた結果、営業利益は34百万円（前年同期は80百万円の営業損失）、経常利益は134

百万円（前年同期は６百万円の経常利益）、四半期純利益は107百万円（前年同期は23百万円の四半期純

損失）となりました。

セグメント別の概況は、次のとおりであります。

　

石油輸送事業

石油輸送事業につきましては、燃料転換の進展等による石油製品需要の長期的な減退傾向が続い

ていることに加え、製油所・油槽所の閉鎖の影響を受け、輸送数量は減少いたしました。

この結果、当事業における売上高は3,657百万円（前年同期比12.0％減）となりました。

　

高圧ガス輸送事業

高圧ガス輸送事業につきましては、産業用において、新規輸送の開始や震災の影響により減少して

いた需要も回復基調にあり、ＬＮＧ（液化天然ガス）の輸送数量は増加いたしました。

この結果、当事業における売上高は1,757百万円（前年同期比0.8％増）となりました。

　

化成品・コンテナ輸送事業
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化成品輸送事業につきましては、石油化学会社・製紙会社等の生産活動が震災前の水準に戻りつ

つあるなか、新規顧客の獲得に向けた積極的な営業活動を展開し、輸送容器のリース需要および輸送

数量は増加いたしました。

コンテナ輸送事業につきましては、台風等の自然災害による貨物列車の運休の影響があったもの

の、企業による生産活動の回復が進んでおり、輸送需要は増加いたしました。

この結果、当事業における売上高は1,681百万円（前年同期比14.5％増）となりました。

　

(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の総資産は25,854百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,854百万円減

少しました。

流動資産は4,105百万円で、前連結会計年度末に比べ1,313百万円減少しておりますが、これは主に季節

変動による受取手形及び売掛金の減少によるものであります。固定資産は21,748百万円となり、前連結会

計年度末に比べ540百万円減少しております。これは土地等の取得による増加はあったものの、減価償却

の進捗による減少と投資有価証券の時価変動によるものであります。

負債は10,970百万円で、前連結会計年度末に比べ1,452百万円減少しております。これは季節変動によ

る支払手形及び買掛金やリース債務の減少、法人税等の支払いによるものであります。純資産は14,883百

万円となり、前連結会計年度末に比べ402百万円減少しました。これは四半期純利益の計上はしたものの

配当金の支払い、その他の包括利益累計額の減少による影響であります。この結果、自己資本比率は、前連

結会計年度末に比べ2.4％増加し、57.6％となりました。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成24年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年８月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 33,229,350同左
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は1,000株
であります。

計 33,229,350同左 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成24年６月30日 ― 33,229,350 ― 1,661,467 ― 290,602

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

　

(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日（平成24年３月31日）に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成24年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式  99,000
(相互保有株式)
普通株式 109,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式
      32,804,000

32,804 ―

単元未満株式
普通株式
         217,350

― ―

発行済株式総数       33,229,350― ―

総株主の議決権 ― 32,804 ―

(注) １　証券保管振替機構名義の株式4,100株は「完全議決権株式(その他)」に4,000株(議決権４個)および「単元未

満株式」に100株含めて記載しております。

２　「単元未満株式」には当社保有の自己株式313株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成24年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
日本石油輸送株式会社

東京都品川区大崎
１－11－１

99,000 ― 99,000 0.30

(相互保有株式)
日本オイルターミナル
株式会社

東京都千代田区有楽町
１－10－１

109,000― 109,000 0.33

計 ― 208,000― 208,000 0.63
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２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成24年４月１日

から平成24年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年６月30日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、有限責任あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 892,173 568,069

受取手形及び売掛金 3,843,757 2,786,975

その他 683,565 750,738

流動資産合計 5,419,495 4,105,782

固定資産

有形固定資産

機械装置及び運搬具（純額） 4,620,699 4,463,096

コンテナ（純額） 2,482,078 2,413,556

土地 5,261,623 5,550,387

リース資産（純額） 3,817,163 3,546,983

その他（純額） 1,294,683 1,415,650

有形固定資産合計 17,476,248 17,389,675

無形固定資産

のれん 11,792 4,717

無形固定資産合計 11,792 4,717

投資その他の資産

投資有価証券 3,861,715 3,354,896

その他 939,141 998,978

投資その他の資産合計 4,800,857 4,353,875

固定資産合計 22,288,899 21,748,268

資産合計 27,708,395 25,854,050

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,132,463 1,397,967

短期借入金 ※
 527,499

※
 574,921

未払法人税等 278,652 121,252

賞与引当金 555,500 609,932

役員賞与引当金 90,800 53,812

厚生年金基金脱退損失引当金 260,000 255,667

その他 2,776,588 2,500,059

流動負債合計 6,621,504 5,513,613

固定負債

リース債務 2,605,329 2,344,579

退職給付引当金 2,460,502 2,507,210

修繕引当金 260,497 248,834

資産除去債務 24,373 24,373

その他 450,748 332,072

固定負債合計 5,801,451 5,457,070

負債合計 12,422,956 10,970,683
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,661,467 1,661,467

資本剰余金 290,602 290,602

利益剰余金 12,684,872 12,659,917

自己株式 △30,840 △30,840

株主資本合計 14,606,101 14,581,147

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 679,336 302,219

その他の包括利益累計額合計 679,336 302,219

純資産合計 15,285,438 14,883,366

負債純資産合計 27,708,395 25,854,050
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

売上高 7,370,539 7,096,425

売上原価 6,956,708 6,577,879

売上総利益 413,830 518,545

販売費及び一般管理費 494,390 484,492

営業利益又は営業損失（△） △80,559 34,053

営業外収益

受取利息 81 76

受取配当金 45,133 42,903

固定資産賃貸料 59,971 60,764

持分法による投資利益 7,192 27,173

雑収入 31,213 29,762

営業外収益合計 143,591 160,680

営業外費用

支払利息 31,663 25,116

固定資産除売却損 ※1
 4,630

※1
 5,150

固定資産賃貸費用 17,654 26,592

雑損失 2,818 2,888

営業外費用合計 56,767 59,747

経常利益 6,265 134,985

特別利益

国庫補助金 1,800 2,700

固定資産売却益 － ※2
 73,756

災害損失引当金戻入額 29,389 －

その他 608 －

特別利益合計 31,797 76,456

特別損失

固定資産圧縮損 ※3
 1,500

※3
 2,502

その他の投資評価損 2,300 1,130

減損損失 － ※4
 5,502

事務所移転費用 10,760 －

特別損失合計 14,561 9,135

税金等調整前四半期純利益 23,501 202,307

法人税等 47,143 94,741

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△23,642 107,565

少数株主利益 － －

四半期純利益又は四半期純損失（△） △23,642 107,565
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△23,642 107,565

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △95,612 △371,626

持分法適用会社に対する持分相当額 △1,017 △5,490

その他の包括利益合計 △96,630 △377,117

四半期包括利益 △120,272 △269,551

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △120,272 △269,551

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　
当第１四半期連結累計期間

(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

(1) 連結の範囲の重要な変更

該当事項はありません。

 
 
(2) 持分法適用の範囲の重要な変更

該当事項はありません。

 
 

　

【会計方針の変更等】

　
当第１四半期連結累計期間

(自 平成24年４月１日 至 平成24年６月30日)

(会計方針の変更)

該当事項はありません。

 
 
(会計上の見積りの変更)

該当事項はありません。

 
 

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　
当第１四半期連結累計期間

(自 平成24年４月１日 至 平成24年６月30日)

税金費用の計算

当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積もり、税引前四半期

純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

※　　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行４行と当座貸越契約及び貸出コミットメ

ント契約を締結しております。当座貸越契約及び貸出コミットメントに係る借入未実行残高等は次のと

おりであります。
　

　
前連結会計年度 
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間 
(平成24年６月30日)

当座貸越極度額及び貸出コミットメ
ントの総額

5,400,000千円 5,400,000千円

借入実行残高 180,000千円 180,000千円

差引額 5,220,000千円 5,220,000千円
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(四半期連結損益計算書関係)

※１ タンク車、コンテナ等の除売却損であります。

　

※２ 固定資産売却益の内訳は次の通りであります。

　 前第１四半期連結累計期間 当第１四半期連結累計期間 

　 (自　平成23年４月１日 (自　平成24年４月１日

　 至　平成23年６月30日) 至　平成24年６月30日)

土地 ― 千円 73,756千円

　

※３ 固定資産圧縮損は、国庫補助金の受入により取得価額から直接控除した額であります。

　 前第１四半期連結累計期間 当第１四半期連結累計期間 

　 (自　平成23年４月１日 (自　平成24年４月１日

　 至　平成23年６月30日) 至　平成24年６月30日)

機械装置及び運搬具 1,500千円 2,502千円

　

※４　当第１四半期連結累計期間 (自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

当社グループは、以下の資産について減損損失を計上しました。

用途 種類 場所 金額(千円)

遊休 建物及び構築物 北海道室蘭市 1,231

遊休 土地 北海道室蘭市 2,706

遊休 土地 北海道美唄市 977

遊休 土地 静岡県裾野市 586

      (減損損失を認識するに至った経緯)

遊休状態にある資産について、回収可能価額が帳簿価額を下回ったため、減損を認識いたしました。

      (資産のグルーピングの方法)

当社グループでは、事業用資産については、管理会計上の区分により、資産グルーピングを行ってお

ります。日本石油輸送株式会社では、一体として機能していると判断できる石油部門、ＬＮＧ部門、化成

品部門及びコンテナ部門をそれぞれ資産グループとしております。連結子会社では、主として支店を資

産グループの単位としております。また、賃貸用不動産及び遊休不動産については、各物件を資産グ

ループとしております。

      (回収可能価額の算定方法等)

回収可能価額については、正味売却価額により測定しております。土地については不動産鑑定評価基

準に基づく鑑定評価額等により算出しております。なお、重要性が乏しいものについては、固定資産税

評価額に合理的な調整を行って算出した金額を使用しております。また、その他の資産については譲渡

可能見込額により算出しております。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びの

れんの償却額は、次のとおりであります。

　 前第１四半期連結累計期間 当第１四半期連結累計期間 

　 (自　平成23年４月１日 (自　平成24年４月１日

　 至　平成23年６月30日) 至　平成24年６月30日)

減価償却費 851,271千円 754,820千円

のれんの償却額 7,075千円 7,075千円
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(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日
定時株主総会

普通株式 198,787 6.00平成23年３月31日 平成23年６月30日 利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動はありません。

　

当第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日
定時株主総会

普通株式 132,520 4.00平成24年３月31日 平成24年６月29日 利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　
                      (単

位：千円)

　

報告セグメント

調整額
四半期連結
損益計算書
計上額石油輸送 高圧ガス輸送

化成品・
コンテナ輸送

計

売上高 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 4,158,1421,744,0171,468,3797,370,539 ― 7,370,539

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― 59,766 59,766△59,766 ―

計 4,158,1421,744,0171,528,1457,430,305△59,7667,370,539

セグメント利益又はセ
グメント損失（△）

31,886△57,698△54,748△80,559 ─ △80,559

(注) セグメント損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失(△)と一致しております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

　

Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　
                      (単

位：千円)

　

報告セグメント

調整額
四半期連結
損益計算書
計上額石油輸送 高圧ガス輸送

化成品・
コンテナ輸送

計

売上高 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 3,657,5171,757,6461,681,2617,096,425 ― 7,096,425

セグメント間の内部
売上高又は振替高

102,827 ― 1,383 104,211△104,211 ―

計 3,760,3441,757,6461,682,6457,200,636△104,2117,096,425

セグメント利益又はセ
グメント損失（△）

△50,340 2,178 82,215 34,053 ─ 34,053

(注) セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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(金融商品関係)

　 四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

　

　

　

(有価証券関係)

　 四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

　

　

　

　

(デリバティブ取引関係)

　 当社グループはデリバティブ取引を行なっていないため、該当事項はありません。

　

　

　

　

(企業結合等関係)

　 該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）及び算定上の基礎は、以下のとおりであり

ます。

　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額
(△)

△0円71銭 3円25銭

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益金額又は四半期純損失金額(△) △23,642千円 107,565千円

普通株主に帰属しない金額 該当事項はありません。 該当事項はありません。

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失(△) △23,642千円 107,565千円

普通株式の期中平均株式数 33,102,689株 33,101,643株

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

EDINET提出書類

日本石油輸送株式会社(E04327)

四半期報告書

22/26



　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

日本石油輸送株式会社(E04327)

四半期報告書

25/26



独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年８月10日

日本石油輸送株式会社

取締役会  御中

　

有限責任　あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

　 公認会計士　　星　　長　　徹　　也　　㊞

　
　

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

　 公認会計士　　金　　子　　能　　周　　㊞

　
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

　 公認会計士　　宮　　下　　卓　　士　　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本
石油輸送株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間
(平成24年４月１日から平成 24年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24
年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半
期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本石油輸送株式会社及び連結子会社の平成
24年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示し
ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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